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ブ レーキ ライニ ングは、 ブ レーキ装置 に設 け られ て お り、 ブ レーキ デ ィス ク又 は ブ レーキ ドラム等 の
被制動 回転体 に押 し当て られ て被制 動 回転体の 回転 を制動す る。 ブ レーキ ライニ ングの硬度 は、被制 動
回転体 に対す る相対 的な摺 動方 向の端部 か ら中央部へ 向か って硬度が徐 々に高 くな つて い る。 ブ レーキ
ライニ ングの 中央部付 近で は、材料 の密度 が高 くな つて硬度が高 くな つてい る。また、 ブ レーキ ライ二
ングの 中央部付近か ら端部へ 向か って、材料の密度が徐 々に小 さ くな リ、硬度 も徐 々に低 下す る。



明 細 書

発明の名称 ：ブ レーキライニング及びその製造方法

技術分野

[0001 ] この発 明は、例 えばエ レベー タの巻上機 ブ レーキ、電動モー タの ブ レーキ

、及び 自動車の ブ レーキ等 に使用 され るブ レーキ ライニ ング及びその製造方

法 に関す るものである。

背景技術

[0002] 従 来の ブ レーキ ライニ ングには、制動時の鳴 きや衝撃音な どの騒音 を抑制

す るため、多孔質の無機質材 である珪藻土 を混入す る ことによ り多数の空孔

が形成 され ている （例 えば、特許文献 1 参照）。

[0003] また、従来の炭素繊維強化炭素複合材 では、シー ト状の繊維 を積層 して加

熱、加圧成形す る ことによ り、多数の空孔が形成 され ている。また、所定の

空孔率が得 られ るよ うに、成形時にスぺ一サが用 い られ ている。 さらに、成

形後 に積層体 を焼成す る ことによ り、高強度の複合材が得 られ る （例 えば、

特許文献 2 参照）。

[0004] さ らに、従来のデ ィスクブ レーキ用摩擦パ ッ ドでは、ライニ ングの両端部

に柔 らか い部材 を接着 して、ライニ ングの両端部 を変形 し易 くす る ことによ

り、局所的な接触 を防止 し、鳴 きを抑制す る （例 えば、特許文献 3 参照）。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 3 _ 1 9 4 1 2 1 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 1 _ 1 8 1 0 6 4 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 3 _ 2 1 1 8 1 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0006] 上記の よ うに、空孔が設 け られた従来の ブ レーキ ライニ ングでは、空孔率

を大 き くす ると騒音 は小 さ くなるが、強度が低下 し、破損す る恐れが ある。



このため、空孔率を調整するための材料の選択が難 しく、良好な摩擦特性を

確保する上で必要のない複数の材料を混入 した り、基材となる繊維も複数種

混ぜ合わせた りする必要があり、ライニングの製造コス 卜が高 くなる問題が

あった。

[0007] また、例えばエレベータの巻上機では、ディスクやロータの回転が停止 し

た後に巻上機ブレーキが制動動作するが、制動する対象が静止 している場合

であっても、ライニングとの接触時の衝撃音は発生する。

[0008] さらに、ブレーキライニングがディスクと接触する際には、まずライニン

グの端部が接触 し、スティックス リップなどが発生 して鳴きが発生すること

がある。これに対 して、特許文献 3 に示された従来の摩擦パッ ドでは、ライ

二ングの両端部に柔 らかい部材が配置されているが、ライニング本体とその

両端部に接着された部材との境界で硬さが不連続に変化するので、この箇所

でスティックス リップを起 こすことも考えられる。

[0009] この発明は、上記のような課題を解決するためになされたものであり、耐

摩耗性が高 く、鳴きや衝撃音などの騒音を抑制することができるブレーキラ

イニング及びその製造方法を得ることを目的とする。

課題を解決するための手段

[001 0] この発明に係るブレーキライニングは、被制動回転体に押 し当てられて被

制動回転体の回転を制動するものであって、被制動回転体に対する相対的な

摺動方向の端部から中央部へ向かって硬度が徐々に高 くなつている。

また、この発明に係るブレーキライニングは、被制動回転体に押 し当てら

れて被制動回転体の回転を制動するものであって、ライニング本体と、ライ

ニング本体の中央部付近に設けられ、ライニング本体よりも硬度が高い複数

の高硬度部とを有 している。

さらに、この発明に係るブレーキライニングの製造方法は、基材と複数の

調合材料とを混合 し混合材とする工程、混合材をダイに投入 し、パンチによ

り加熱、加圧 し成形する工程、及び成形された成形体を研磨する工程を含み

、ダイ内の底面とパンチの押圧面との間の間隔がブレーキライニングの端部



に相 当す る部分か ら中央部に相 当す る部分へ向けて徐 々に小 さくな っている

ダイ とパ ンチ との組み合わせ を用 いる。

さらにまた、ブ レーキライニングの製造方法は、基材 と複数の調合材料 と

を混合 し混合材 とす る工程、混合材 をダイに投入 し、パ ンチによ り加熱、加

圧 し成形す る工程、及び成形 された成形体 を研磨す る工程 を含み、ダイ内の

底面 とパ ンチの押圧面 との間の間隔が徐 々に変化 している領域 と不連続的に

変化 している領域 とを有す るダイ とパ ンチ との組み合わせ を用 いる。

また、 この発明に係 るブ レーキライニングの製造方法は、高摩擦材料が混

入 された高摩擦部 と、高摩擦部 よ りも硬度が高 い高硬度部 とを組み合わせて

構成 された ブ レーキライニングの製造方法であって、高硬度部の材料 をダイ

に投入 し、押圧面に凹部が形成 された第 1 のパ ンチによ り加熱、加圧 し成形

す る工程、高硬度部の成形体の上か らダイ内に高摩擦部の材料 を投入 し、第

2 のパ ンチによ り加熱加圧 し成形す る工程、及び高硬度部 と高摩擦部 とが組

み合わせ られた成形体 を研摩 して高硬度部 を表面に露出 させ る工程 を含む。

発明の効果

この発明の ブ レーキライニングは、端部の硬度が低 くなるように構成 され

ているため、被制動回転体 と接触 した初期の段階で、端部が変形 し、接触の

衝撃 を吸収す ることができる。 このため、ブ レーキライニングの支持部材ゃ

被制動回転体の振動 を低減 して衝撃音や鳴きを抑制す ることができる。また

、ブ レーキライニングに空孔を設 ける必要がないため、耐摩耗性 を高 くす る

ことができる。

また、硬度 を高めた高硬度部が中央部付近に設 けられているので、全体 と

しての耐摩耗性 を向上す ることができるとともに、被制動回転体 との接触の

衝撃 を吸収 し、ブ レーキライニングの支持部材ゃ被制動回転体の振動 を低減

して衝撃音や鳴きを抑制す ることができる。

さらに、 この発明の ブ レーキライニングの製造方法は、ダイ内の底面 とパ

ンチの押圧面 との間の間隔が ブ レーキライニングの端部に相 当す る部分か ら

中央部に相 当す る部分へ向けて徐 々に小 さくな っているので、製造工程 を特



に変更す ることな く、ブ レーキライニングの硬度 を部分的に連続的に変化 さ

せ ることができ、耐摩耗性が高 く、鳴きや衝撃音な どの騒音の小 さなブ レー

キライニングを得 ることができる。

さらにまた、ダイ内の底面 とパ ンチの押圧面 との間の間隔が徐 々に変化 し

ている領域 と不連続的に変化 している領域 とを有す るダイ とパ ンチ との組み

合わせ を用 いるので、製造工程 を特に変更す ることな く、ブ レーキライニン

グの硬度 を部分的に連続的に変化 させ ることができ、耐摩耗性が高 く、鳴き

や衝撃音な どの騒音の小 さなブ レーキライニングを得 ることができる。

また、高摩擦部 と高硬度部 とを組み合わせた ブ レーキライニングを容易に

製造す ることができ、耐摩耗性が高 く、鳴きや衝撃音な どの騒音の小 さなブ

レーキライニングを得 ることができる。

図面の簡単な説明

[ 図 1] この発明の実施の形態 1 によるエ レベー タの巻上機の要部 を示す断面図

である。

[図2] 図 1 の ブ レーキライニングとブ レーキデ イスクとを示す側面図である。

[図3] 図 2 の ブ レーキライニングとブ レーキデ ィスクとを示す平面図である。

[図4] 図 2 の ブ レーキライニングの製造途中の状態 を模式的に示す断面図であ

る。

[図5] 図 1 の ブ レーキライニングが ブ レーキデ ィスクに対 して傾斜 して接触す

る様子 を示す説明図である。

[図6] 図 1 の ブ レーキライニングが振動 しなが らブ レーキデ ィスクに接触す る

様子 を示す説明図である。

[図7] 図 1 の ブ レーキライニングの端部が ブ レーキデ ィスクに接触 して変形 し

た様子 を示す拡大図である。

[図8] この発明の実施の形態 2 によるエ レベー タの巻上機の要部 を示す断面図

である。

[図 9] この発明の実施の形態 3 によるブ レーキライニングの製造途中の状態 を

模式的に示す断面図である。



[ 図 10 ] この発明の実施の形態 4 によるブ レーキライニングの製造途中の状態

を模式的に示す断面図である。

[図 11] この発明の実施の形態 5 によるブ レーキライニングとブ レーキデ イス

クとを示す側面図である。

[図 12] 図 1 1 の ブ レーキライニングが ブ レーキデ ィスクに対 して傾斜 して接

触す る様子 を示す説明図である。

[図 13] 図 1 1 の ブ レーキライニングの製造途中の状態 を模式的に示す断面図

である。

[図 14] この発明の実施の形態 6 によるブ レーキライニングを示す正面図であ

る。

[図 15] 図 1 4 の ブ レーキライニングがその長 さ方向に傾斜 してブ レーキデ ィ

スクに接触す る様子 を示す説明図である。

[図 16] 図 1 4 の ブ レ一キラィニングがその幅方向に傾斜 してブ レーキデ ィス

クに接触す る様子 を示す説明図である。

[図 17] この発明の実施の形態 7 によるブ レーキライニングとブ レーキデ イス

クとを示す側面図である。

[図 18] 図 1 7 の X V I I I - X V I I I 線 に沿 う断面図である。

[図 19] 図 1 7 の ブ レーキライニングの製造途中の状態 を模式的に示す断面図

である。

[図20] この発明の実施の形態 8 によるブ レーキライニングとブ レーキデ イス

クとを示す側面図である。

[図2 1 ] 図 2 0 の ブ レーキライニングの製造途中の状態 を模式的に示す断面図

である。

[図22] この発明の実施の形態 9 によるブ レーキライニングとブ レーキデ イス

クとを示す側面図である。

[図23] この発明の実施の形態 1 0 によるブ レーキライニングとブ レーキデ ィ

スクとを示す側面図である。

[図24] この発明の実施の形態 1 1 によるブ レーキライニングとブ レーキデ ィ



スクとを示す側面図である。

[図25] この発明の実施の形態 1 2 によるブ レーキライニングとブ レーキデ ィ

スクとを示す側面図である。

[図26] 図 2 5 の ブ レーキライニングの製造方法 を工程順に模式的に示す断面

図である。

発明を実施するための形態

[001 3 ] 以下、 この発明を実施す るための形態について、図面を参照 して説明す る

実施の形態 1 .

図 1 は この発明の実施の形態 1 によるエ レベー タの巻上機の要部 を示す断

面図である。図において、シャフ ト1 は、巻上機のハ ウジングに水平に固定

されている。シャフ ト1 の外周には、一対の軸受 2 a , 2 b を介 して、回転

体 3 (図では半分のみ示す）が回転 自在 に支持 されている。

[001 4 ] 回転体 3 には、円筒状の綱車 3 a と、綱車 3 a の軸方向一端部か ら径方向

外側へ突出 した円板状の フランジ部 3 b と、フランジ部 3 b の径方向外側の

端部か ら軸方向へ突出 した円筒状の回転子取付部 3 c とが一体 に形成 されて

いる。綱車 3 a には、複数の ロー プ溝が設 けられている。か ご及び釣合おも

りを吊 り下げる複数の懸架手段 （ロー プ又はベル ト）は、綱車 3 a に巻 き掛

けられ る。

[001 5 ] 回転体 3 は、巻上機モー タの駆動力によ りシャフ ト1 を中心 と して回転 さ

れ る。巻上機モー タは、ハ ウジングに固定 されたモー タ固定子 と、モー タ固

定子に対向 して回転子取付部 3 c に取 り付 けられたモー タ回転子 とを有 して

いる。綱車 3 a の回転によ り、か ご及び釣合おも りは昇降路内を昇降 され る

[001 6] 巻上機 には、ブ レーキデ ィスク 4 (被制動回転体） と、ブ レーキデ ィスク

4 を介 して回転体 3 の回転 を制動す る巻上機 ブ レーキ 5 とが設 けられている

。ブ レーキデ ィスク 4 は、フランジ部 3 b に固定 されてお り、回転体 3 と一

体 に回転 され る。



[001 7] 巻 上機 ブ レー キ 5 は、 ヨー ク 6 と、 ヨー ク 6 に設 け られ た電磁 コイル 7 と

、 ブ レー キ デ ィス ク 4 の第 1 の 面 （前 面） に対 向す る第 1 の ブ レー キ シュ一

8 と、 ブ レー キ デ ィス ク 4 の第 2 の 面 （裏 面） に対 向す る第 2 の ブ レー キ シ

ユ ー 9 と、第 1 及 び第 2 の ブ レー キ シュ一 8 , 9 の ブ レー キ デ ィス ク 4 に対

向す る面 に固定 され た一対の ブ レー キ ライニ ング 1 0 と、第 1 の ブ レー キ シ

ュ 一 8 と ヨー ク 6 との間 に設 け られ た ブ レー キ ばね 1 1 とを有 して いる。

[001 8] 綱 車 3 a の 回転 が停 止 され 、か ごが乗場 階 に停 止 され る と、電磁 コイル 7

へ の通 電が遮 断 され 、 ブ レー キ ばね 1 1 に よ り第 1 の ブ レー キ シュ一 8 が ブ

レー キ デ ィス ク 4 側 へ押圧 され 、 ブ レー キ ライニ ング 1 0 間 に ブ レー キ デ ィ

ス ク 4 が挟み 込 まれ る。 これ に よ り、 ブ レー キ デ ィス ク 4 及 び回転体 3 の 回

転 が制動 され る。

[001 9] か ごの走行 を開始す る際 には、電磁 コイル 7 が励磁 され て電磁 吸 引 力が発

生 され 、 ブ レー キ ばね 1 1 の ばね 力に杭 して第 1 の ブ レー キ シュ一 8 が ブ レ

— キ デ ィス ク 4 か ら引 き離 され る。 これ に よ り、 ブ レー キ ライニ ング 1 0 が

ブ レー キ デ ィス ク 4 の 両面か ら離 され 、制動 力が解 除 され る。

[0020] また 、か ごの走行 中に安全装置 が動作 してか ごが非常停 止 され る場合 、電

磁 コイル 7 へ の通 電が遮 断 され 、回転 中の ブ レー キ デ ィス ク 4 に ブ レー キ ラ

イニ ング 1 0 が押 し当て られ 、 ブ レー キ デ ィス ク 4 が摩擦 制動 され る。 さ ら

に、か ごの走行 中に停 電 に よ り電磁 コイル 7 へ の通 電が遮 断 され た場合 も、

同様 に ブ レー キ デ ィス ク 4 が摩擦 制動 され 、か ごが停 止 され る。

[0021 ] 図 2 は図 1 の ブ レー キ ライニ ング 1 0 とブ レー キ デ ィス ク 4 とを示す側 面

図、図 3 は図 2 の ブ レー キ ライニ ング 1 0 とブ レー キ デ ィス ク 4 とを示す 平

面 図で ある。各 ブ レー キ ライニ ング 1 0 の硬 度 は、 ブ レー キ デ ィス ク 4 に対

す る相 対 的な滑 り方 向の両端部 か ら中心へ 向か って、連続 的 に徐 々に高 くな

つて いる。

[0022] 次 に、実施 の形態 1 の ブ レー キ ライニ ング 1 0 の製造方法 につ いて説 明す

る。図 4 は図 2 の ブ レー キ ライニ ング 1 0 の製造途 中の状態 を模 式 的 に示す

断面 図で ある。 ブ レー キ ライニ ング 1 0 は、基材 とな る繊維 1 2 と、種 々の



調合材料 1 3 とで構成される。調合材料 1 3 には、摩擦調整剤、充填剤、及

び結合剤などが含まれる。

[0023] 繊維 1 2 としては、例えば、ガラス繊維、スチール繊維、ァラミド繊維、

炭素繊維、又はチタン酸カリウムなどを用いることができる。また、摩擦調

整剤としては、例えば、カシュ一ダス ト、ゴムダス ト、銅、亜鉛、アルミナ

、又はジルコニァなどを用いることができる。さらに、充填剤としては、例

えば、炭酸カルシム、硫酸バリウム、硫酸カルシウム、又は硫化スズなどを

用いることができる。さらにまた、結合剤としては、例えば、フエノール樹

脂、メラニン樹脂、又はポリイミドなどを用いることができる。

[0024] 繊維 1 2 と調合材料 1 3 とを予め混合した混合材をダイ 1 4 に所定量投入

する。そして、ダイ 1 4 内の混合材をパンチ 1 5 により加圧、加熱しながら

成形する。混合材の成形後、所定の厚さになるように成形体を研磨し、ブレ

—キライニング 1 0 を得ることができる。

[0025] ここで、パンチ 1 5 の混合材に当接する押圧面 1 5 a は、断面円弧状に湾

曲されている。これにより、パンチ 1 5 の押圧面 1 5 a とダイ 1 4 内のキヤ

ビティの底面 1 4 a との間隔が中央部で最も狭くなる。このため、ブレーキ

ライニング 1 0 の中央部で材料の密度が高くなつて硬度が増す。また、ブレ

一キライニング 1 0 の中央部から端部へ向かって、材料の密度が徐々に小さ

くなり、硬度も徐々に低下する。

[0026] 図 5 は図 1 のブレーキライニング 1 0 がブレーキディスク 4 に対して傾斜

して接触する様子を示す説明図、図 6 は図 1 のブレーキライニング 1 0 が振

動しながらブレーキディスク 4 に接触する様子を示す説明図である。巻上機

ブレーキ 5 では、制動力を安定に保っために、ブレーキライニング 1 0 の姿

勢がブレーキディスク 4 に対して変化できるようになつている。例えば、発

熱によってブレーキディスク 4 の温度が上昇してブレーキディスク 4 が変形

しても、接触面圧が均一になるように、ブレーキライニング 1 0 は回転自在

に支持されることが多い。

[0027] このため、図 5 に示すように、ブレーキライニング 1 0 がブレーキデイス



ク 4 に対 して傾斜 して接触す る場合、接触直後 にブ レーキ ライニ ング 1 0 の

端部が局所的にブ レーキデ ィスク 4 に接触す る ことによ り、 ブ レーキ ライ二

ング 1 0 の支持部材ゃ ブ レーキデ ィスク 4 を加振 して騒音が発生す る。 この

よ うな初期の接触 においては、 ブ レーキ ライニ ング 1 0 が硬 い程 、 ブ レーキ

ライニ ング 1 0 が接触 した ときの衝撃 力が大 き くなるため、騒音が大 き くな

る ことが多い。

[0028] また、温度や湿度な どの周囲環境の変化 によって、 ブ レーキ ライニ ング 1

0 及 び ブ レーキデ ィスク 4 の表面状態が異 なる場合、図 6 に示す よ うに、 ブ

レーキ ライニ ング 1 0 が振動 して ブ レーキデ ィスク 4 に接触 し、衝撃音や鳴

きな どの騒音が さらに大 き くなる こともある。

[0029] これ に対 して、実施の形態 1 の ブ レーキ ライニ ング 1 0 は、端部の硬度が

低 くなるよ うに構成 され ているため、図 7 に示す よ うに、 ブ レーキ ライニ ン

グ 1 0 が ブ レーキデ ィスク 4 と接触 した初期の段階で、端部が変形 し、接触

の衝撃 を吸収す る ことができる。 このため、 ブ レーキ ライニ ング 1 0 の支持

部材ゃ ブ レーキデ ィスク 4 の振動 を低減 して衝撃音や鳴 きを抑制す る ことが

できる。

[0030] また、 ブ レーキ ライニ ング 1 0 の端部が変形す る ことによ り、接触面圧の

ピー ク値 を小 さ くす る ことができるので、 ブ レーキ ライニ ング 1 0 の局所的

な温度上昇 を抑制でき、制動 力を安定に保つ ことができる。

[0031 ] さ らに、 ブ レーキ ライニ ング 1 0 の硬度が連続 的に変化 しているので、不

連続 的な接触面圧の変化がな く、面圧 は面内で均一に分布 し、 これ によ りブ

レーキ ライニ ング 1 0 の支持部材ゃ ブ レーキデ イスク 4 の振動 をよ り確実 に

低減 できる。

[0032] さ らにまた、 ブ レーキ ライニ ング 1 0 に空孔 を設 ける必要がないため、耐

摩耗性 を高 くす る ことができる。

[0033] また、パ ンチ 1 5 の表面形状 を変 えるだ けで、硬度が連続 的に変化す るブ

レーキ ライニ ング 1 0 を得 る ことができ、安価 に品質が高 い巻上機 ブ レーキ

5 を得 る ことができる。



[0034] 実施の形態 2 .

次に、図 8 はこの発明の実施の形態 2 によるエレベータの巻上機の要部を

示す断面図である。実施の形態 1 ではディスクブレーキを示したが、実施の

形態 2 では、内拡式の ドラムブレーキを示している。図において、回転体 1

6 には、円筒状の綱車 1 6 a と、綱車 1 6 a の軸方向一端部から径方向外側

へ突出した円板状のフランジ部 1 6 b と、フランジ部 1 6 b の径方向外側の

端部から軸方向へ突出した円筒状のブレーキ ドラム 1 6 c (被制動回転体）

とが一体に形成されている。

[0035] ブレーキライニング 1 0 は、ブレーキばね 1 1 のばね力によりブレーキ ド

ラム 1 6 c の内周面 （制動面）に押し付けられる。また、ブレーキライニン

グ 1 0 は、電磁コイル 7 の電磁吸引力によりブレーキ ドラム 1 6 c の内周面

から引き離される。他の構成は、実施の形態 1 と同様である。

[0036] このように、実施の形態 1 と同様に構成されたブレーキライニング 1 0 を

ドラムブレーキに適用した場合にも、実施の形態 1 と同様の効果を得ること

ができる。

[0037] なお、実施の形態 2 ではブレーキ ドラム 1 6 c の内周面を制動面とする ド

ラムブレーキを示したが、例えばブレーキ ドラム 1 6 c の外周面を制動面と

するタイプのブレーキ装置など、ブレーキライニング 1 0 を制動部材として

用いるブレーキ装置であれば、他の様々なブレーキ装置にこの発明を適用す

ることができる。従って、以下の実施の形態に示すブレーキライニングも種

々のタイプのブレーキ装置に適用可能である。

[0038] 実施の形態 3 .

次に、図 9 はこの発明の実施の形態 3 によるブレ一キラィニングの製造途

中の状態を模式的に示す断面図である。図において、ダイ 1 4 内のキヤビテ

ィの底面 1 4 a は、断面円弧状に湾曲されている。他の構成及び製造方法は

、実施の形態 1 又は 2 と同様である。

[0039] このようなダイ 1 4 を用いてブレーキライニング 1 0 を製造した場合、ブ

レーキライニング 1 0 の中央部の材料の密度をさらに高くすることができ、



中央部と端部との硬度の差を大きくすることができる。

[0040] なお、押圧面 1 5 a 及び底面 1 4 a の曲率半径は同じでなくてもよい。

また、実施の形態 1 では押圧面 1 5 a を湾曲させ、実施の形態 3 では押圧

面 1 5 a と底面 1 4 a の両方を湾曲させたが、底面 1 4 a のみ湾曲させても

よい。

[0041 ] 実施の形態 4 .

次に、図 1 0 はこの発明の実施の形態 4 によるブレーキライニングの製造

途中の状態を模式的に示す断面図である。図において、パンチ 1 5 の押圧面

1 5 a は、その中央部が最も底面 1 4 a 側へ突出 した階段状である。他の構

成及び製造方法は、実施の形態 1 又は 2 と同様である。

[0042] このようなパンチ 1 5 を用いてブレーキライニング 1 0 を製造 した場合も

、実施の形態 1 とほぼ同様の効果を得ることができる。

なお、実施の形態 4 のパンチ 1 5 を実施の形態 3 のダイ 1 4 と組み合わせ

てもよい。

また、底面 1 4 a をパンチ 1 5 側へ階段状に突出させてもよい。

[0043] 実施の形態 5 .

次に、図 1 1 はこの発明の実施の形態 5 によるブレーキライニング 1 7 と

ブレーキディスク 4 とを示す側面図、図 1 2 は図 1 1 のブレーキライニング

がブレーキディスク 4 に対 して傾斜 して接触する様子を示す説明図であ

る。

[0044] 実施の形態 1 では、ブレーキディスク 4 が正転、逆転する場合を示 したが

、実施の形態 5 のブレーキディスク 4 は図 1 1 の矢印方向へのみ回転される

。そ して、実施の形態 5 のブレーキライニング 1 7 の硬度は、ブレーキディ

スク 4 に対する相対的な滑 り方向の一端部から他端部へ向かって、連続的に

徐々に高 くなつている。他の構成は、実施の形態 1 と同様である。

[0045] ブレーキディスク 4 が一方向にしか回転 しない電動機などにおいて、図 1

2 に示すように、ブレーキライニング 1 7 の一端部がブレーキディスク 4 に

最初に接触する場合、ブレーキライニング 1 7 の一端部の硬度を低 くしてお



くことにより、実施の形態 1 と同様の効果を得ることができる。

[0046] また、実施の形態 5 のブレーキライニング 1 7 を製造する際には、例えば

図 1 3 に示すように、パンチ 1 5 の押圧面 1 5 a を底面 1 4 a に対して傾斜

させ、押圧面 1 5 a と底面 1 4 a との間の間隔がブレーキライニング 1 7 の

一端部に相当する側で小さくなるようにすればよい。他の製造方法は、実施

の形態 1 と同様である。

[0047] このように、押圧面 1 5 a に傾斜を設けるだけでよいので、ブレーキライ

ニング 1 7 を安価に製造することができる。

[0048] なお、実施の形態 5 のようなブレーキライニング 1 7 は、例えば実施の形

態 2 で示したような ドラムブレーキなど、他のタィプのブレーキ装置にも適

用できる。

また、押圧面 1 5 a と底面 1 4 a との間の間隔が、ブレーキライニング 1

7 の長さ方向の一端部に相当する部分から他端部に相当する部分へ向けて徐

々に大きくなつていれば、押圧面 1 5 a 及び底面 1 4 a の両方を傾斜 （パン

チ 1 5 による押圧方向に直交する平面に対して傾斜）させたり、底面 1 4 a

のみ傾斜させたりしてもよい。さらに、押圧面 1 5 a 及び底面 1 4 a の少な

くともいずれか一方を湾曲させたり、階段状に突出させたりしてもよい。

[0049] 実施の形態 6 .

次に、図 1 4 はこの発明の実施の形態 6 によるブレーキライニング 1 8 を

示す正面図である。図において、ブレーキライニング 1 8 の硬度は、ブレー

キライニング 1 8 の長さ方向 （図の左右方向）及び幅方向 （長さ方向及び厚

さ方向に直交する方向 ：図の上下方向）の中央部から、周縁部に向かって連

続的に徐々に低くなつている。言い換えると、ブレーキライニング 1 8 の硬

度は、長さ方向の両端部から中央部へ向かって徐々に高くなつているととも

に、幅方向の両端部から中央部へ向かって徐々に高くなつている。他の構成

は、実施の形態 1 と同様である。

[0050] 上記のようなブレーキライニング 1 8 は、パンチ 1 5 の押圧面 1 5 a 及び

ダイ 1 4 内の底面 1 4 a の少なくともいずれか一方を球面状に湾曲させ、ダ



ィ 1 4 に投入 した混合材 を加熱、加圧 し、成形後 に所定の厚 さに研摩す る こ

とによ り製造す る ことができる。

[0051 ] ここで、例 えば、温度や湿度が大 き く変化す る環境 、 ブ レーキデ ィスク 4

(又 はブ レーキ ドラム 1 6 c ) が汚れ易 い環境 、又は水分が付着 し易 い環境

な ど、制動面での摩擦状態が変化 し易 くなる ことが ある。 この よ うに摩擦状

態が変化す ると、図 1 5 に示す よ うな摺動方 向 （長 さ方 向）への姿勢変化だ

けでな く、図 1 6 に示す よ うに、幅方 向へ も姿勢が変化 して振動が生 じる こ

とが ある。

[0052] この よ うな場合、 ブ レーキデ ィスク 4 に対 して ブ レーキ ライニ ング 1 8 は

、その長 さ方 向及び幅方 向の端部の局所領域 で、 ブ レーキデ ィスク 4 との接

触 を繰 り返す ことが予想 され る。

[0053] これ に対 して、図 1 4 に示 した よ うな ブ レーキ ライニ ング 1 8 を用 いる こ

とによ り、 ブ レーキ ライニ ング 1 8 の姿勢が変化 して も、初期の接触 時には

必ず硬度の小 さい領域が ブ レーキデ ィスク 4 と接触す るので、衝撃 を和 らげ

る ことができ、振動音、衝撃音及び鳴 きな どの騒音 を抑制す る ことができる

[0054] また、振動 を低減す る ことによって、制動 力を安定に保つ ことができるの

で、環境が変化 して も安定 した品質の ブ レーキ装置 を提供す る ことができる

[0055] さ らに、 ブ レーキデ ィスク 4 に水分や油が付着 して も、 ブ レーキ ライニ ン

グ 1 8 の周縁部、即 ち密度が小 さい部分で吸収す る ことができる。 この とき

、硬度の高 い中心部 には水分や油な どが吸収 され難 いので、 ブ レーキ ライ二

ング 1 8 とブ レーキデ ィスク 4 との間の摩擦係数の変化 を抑制 して安定 した

制動 力を確保す る ことができる。

[0056] さ らにまた、環境変化 による摩擦係数の変動 を小 さ くできるので、 ブ レー

キ装置 を小型、軽量化す る ことが可能 になる。

[0057] また、製造工程 については、従来か ら特 に変更す る ことがないので、設備

投資 を抑制 し、品質が高 いブ レーキ ライニ ング 1 8 を安価 に得 る ことができ



る。

[0058] な お、実施の形態 6 の よ うな ブ レーキ ライニ ング 1 8 は、例 えば実施の形

態 2 で示 した よ うな ドラム ブ レーキな ど、他の タィ プの ブ レーキ装置 にも適

用できる。

また、実施の形態 6 の よ うな ブ レーキ ライニ ング 1 8 を製造す る場合、パ

ンチ 1 5 の押圧面 1 5 a 及 びダイ 1 4 内の底面 1 4 a の少な くともいずれか

—方 を、その中央が最 も突出す るよ うに階段状 に突出 させて もよい。

[0059] 実施 の形態 7 .

次 に、図 1 7 は この発 明の実施の形態 7 によるブ レーキ ライニ ング 1 9 と

ブ レーキデ ィスク 4 とを示す側面図、図 1 8 は図 1 7 の X V I I I - X V I

I I 線 に沿 う断面図である。図において、 ブ レーキ ライニ ング 1 9 は、ライ

ニ ング本体 1 9 a と、ライニ ング本体 1 9 a 内に設 け られ 、ライニ ング本体

9 a よ りも硬度が高 い複数 （ここでは 2 箇所）の直線状の高硬度部 1 9 b

とによ り構成 され ている。

[0060] 高硬度部 1 9 b は、 ブ レーキデ ィスク 4 に対す る相対的な滑 り方 向 （ブ レ

—キ ライニ ング 1 9 の長 さ方 向）に平行 に、 ブ レーキ ライニ ング 1 9 の長 さ

方 向の全長 に渡 って設 け られ ている。また、高硬度部 1 9 b は、 ブ レーキ ラ

イニ ング 1 9 の幅方 向 （図 1 7 の上下方 向）に互 いに間隔 をおいて設 け られ

ている。

[0061 ] 上記の よ うな ブ レーキ ライニ ング 1 9 は、図 1 9 に示す よ うに、複数の突

起部 1 5 b を設 けたパ ンチ 1 5 を用 い、ダイ 1 4 内の底面 1 4 a とパ ンチ 1

5 の押圧面 1 5 a との間の間隔 を不連続 的に小 さ くして、混合材 を加熱、加

圧す る ことによ り製造す る ことができる。成形後、成形体の表面 を研摩す る

ことによ り、高硬度部 1 9 b と他の部分 とを同一面に露出 させ る。

[0062] この よ うな ブ レーキ ライニ ング 1 9 によれ ば、部分的に硬度 を高めた高硬

度部 1 9 b が形成 され ているので、全体 と しての耐摩耗性 を向上す る ことが

できる。即 ち、通常、 ブ レーキ ライニ ング 1 9 による制動 力は、面圧が高 い

箇所で確保 され るので、中央部付近の硬度 を高 くして、 この箇所での摩耗 を



抑制することにより、ブレーキライニング 1 9 全体の摩耗を低減 し、かつ中

央部で制動力を確保することができる。従って、接触時の衝撃音や鳴きなど

の騒音、振動が小さく、かつ耐摩耗性が高いブレーキ装置を提供することが

できる。

[0063] 実施の形態 8 .

次に、図 2 0 はこの発明の実施の形態 8 によるブレーキライニング 2 0 と

ブレーキディスク 4 とを示す側面図である。実施の形態 7 では、ブレーキラ

イニング 1 9 内の硬度の変化は高、低の 2 段階であつたが、例えば粉塵の多

い環境などでは、耐摩耗性がさらに要求されることがある。これに対して、

実施の形態 8 のブレーキライニング 2 0 は、実施の形態 1 のブレーキライ二

ング 1 0 に、実施の形態 7 のような高硬度部 2 0 b を設けたものである。

[0064] 具体的には、ブレーキライニング 2 0 は、ライニング本体 2 0 a と、複数

(ここでは 2 箇所）の高硬度部 2 0 b とから構成されている。ライニング本

体 2 0 a の硬度は、ブレーキディスク 4 に対する相対的な滑り方向 （ブレー

キライニング 2 0 の長さ方向）の両端部から中心へ向かって、連続的に徐々

に高くなつている。また、高硬度部 2 O b の硬度は、ライニング本体 2 0 a

の硬度よりも高くなつている。

[0065] 高硬度部 2 0 b は、ブレーキディスク 4 に対する相対的な滑り方向に平行

に、ブレーキライニング 2 0 の長さ方向の全長に渡って設けられている。ま

た、高硬度部 2 O b は、ブレーキライニング 2 0 の幅方向 （図 2 0 の上下方

向）に互いに間隔をおいて設けられている。

[0066] 上記のようなブレーキライニング 2 0 は、図 2 1 に示すように、円弧状に

湾曲された押圧面 1 5 a に複数の突起部 1 5 b が設けられたパンチ 1 5 を用

いることにより製造することができる。

[0067] このようなブレーキライニング 2 0 によれば、粉塵の多い環境であっても

、衝撃音や鳴きなどの騒音、振動を抑制することができ、高品質、長寿命の

ブレーキ装置を提供することができる。

[0068] なお、図 1 9 、図 2 1 に示した製造方法では、パンチ 1 5 に突起部 1 5 b



を設けたが、ダイ 1 4 内の底面 1 4 a に突起部を設けて、成形後、成形体の

裏面を研摩 してもよい。

また、パンチ 1 5 及びダイ 1 4 の両方に突起部を設けて、成形後、成形体

の両面を研磨 してもよい。

さらに、実施の形態 7 、 8 では、ブレーキライニング 1 9 , 2 0 の幅方向

の 2 箇所に高硬度部 1 9 b , 2 0 b を設けたが、 3 箇所以上に設けてもよい

さらにまた、実施の形態 7 、 8 では、摺動方向に平行な高硬度部 1 9 b ,

2 O b を設けたが、幅方向に平行であってもよい。また、摺動方向に平行な

高硬度部 1 9 b , 2 0 b と幅方向に平行な高硬度部とを組み合わせて設けて

もよい。

[0069] 実施の形態 9 .

次に、図 2 2 はこの発明の実施の形態 9 によるブレーキライニング 2 と

ブレーキディスク 4 とを示す側面図である。図において、ブレーキライニン

グ 2 1 は、ライニング本体 2 1 a と、ライニング本体 2 1 a よりも硬度が高

い複数 （ここでは 2 箇所）の直線状の高硬度部 2 1 b とにより構成されてい

る。

[0070] 実施の形態 7 の高硬度部 1 9 b は、ブレーキライニング 1 9 の長さ方向の

全長に渡って設けられていたが、実施の形態 9 の高硬度部 2 1 b は、ブレー

キライニング 2 1 の長さ方向の両端部には設けられておらず、長さ方向の一

部分、ここでは中央部付近にのみ設けられている。他の構成及び製造方法は

、実施の形態 7 と同様である。

[0071 ] このようなブレーキライニング 2 によれば、耐摩耗性を向上させること

ができ、環境変化に対 しても安定な制動力を確保できるブレーキ装置を提供

することができる。また、環境変化による摩擦係数の変動を小さくできるの

で、ブレーキ装置を小型、軽量化することができる。

[0072] 実施の形態 1 0 .

次に、図 2 3 はこの発明の実施の形態 1 0 によるブレーキライニング 2 2



とブレーキディスク 4 とを示す側面図である。図において、ブレーキライ二

ング 2 2 は、ライニング本体 2 2 a と、ライニング本体 2 2 a よりも硬度が

高い複数 （ここでは 2 箇所）の直線状の高硬度部 2 2 b とにより構成されて

いる。

[0073] 実施の形態 8 の高硬度部 2 0 b は、ブレーキライニング 2 0 の長さ方向の

全長に渡って設けられていたが、実施の形態 1 0 の高硬度部 2 2 b は、ブレ

—キライニング 2 2 の長さ方向の両端部には設けられておらず、長さ方向の

一部分、ここでは中央部付近にのみ設けられている。他の構成及び製造方法

は、実施の形態 8 と同様である。

[0074] このようなブレーキライニング 2 2 によれば、耐摩耗性を向上させること

ができ、環境変化に対しても安定な制動力を確保できるブレーキ装置を提供

することができる。また、環境変化による摩擦係数の変動を小さくできるの

で、ブレーキ装置を小型、軽量化することができる。

[0075] 実施の形態 1 1 .

次に、図 2 4 はこの発明の実施の形態 1 1 によるブレーキライニング 2 3

とブレーキディスク 4 とを示す側面図である。図において、ブレーキライ二

ング 2 3 は、ライニング本体 2 3 a と、ライニング本体 2 3 a よりも硬度が

高い複数 （ここでは 2 箇所）の直線状の高硬度部 2 3 b とにより構成されて

いる。

[0076] ライニング本体 2 3 a の硬度は、実施の形態 6 で示したように、ブレーキ

ライニング 2 3 の長さ方向及び幅方向の中央部から、周縁部に向かって連続

的に徐々に低くなつている。また、高硬度部 2 3 b は、ブレーキライニング

2 3 の長さ方向の両端部には設けられておらず、長さ方向の一部分、ここで

は中央部付近にのみ設けられている。

[0077] このようなブレーキライニング 2 3 によれば、耐摩耗性を向上させること

ができ、環境変化に対しても安定な制動力を確保できるブレーキ装置を提供

することができる。また、環境変化による摩擦係数の変動を小さくできるの

で、ブレーキ装置を小型、軽量化することができる。



[0078] なお、実施の形態 7 〜 1 1 に示 したような高硬度部を実施の形態 5 に示 し

たブレーキライニング 1 7 と組み合わせてもよい。

[0079] 実施の形態 1 2 .

次に、図 2 5 はこの発明の実施の形態 1 2 によるブレーキライニング 2 4

とブレーキディスク 4 とを示す側面図である。上記の実施の形態 7 〜 1 1 で

は、ブレーキライニング 1 9 〜 2 3 はそれぞれ同種の材料のみで構成されて

いるが、複数の材料を組み合わせても硬度分布を有するブレーキライニング

を得ることができる。

[0080] 実施の形態 1 2 のブレーキライニング 2 4 は、高摩擦材料が混入されブレ

ーキディスク 4 に対する摩擦係数が高められたライニング本体としての高摩

擦部 2 4 a と、高摩擦部 2 4 a よりも硬度の高い材料からなる高硬度部 2 4

b とを組み合わせて構成されている。高摩擦部 2 4 a に混入される高摩擦材

料としては、例えば、ゴム、ウレタン又はコルクなどを用いることができる

[0081 ] ブレーキライニング 2 4 のブレーキディスク 4 に接する面の中央部付近に

は、高硬度部 2 4 b が 2 本の平行な直線状に露出されている。これ らの高硬

度部 2 4 b の露出部分は、実施の形態 9 〜 1 1 の高硬度部 2 1 b , 2 2 b ,

2 3 b と同様の形状である。

[0082] 高摩擦部 2 4 a は、摩擦係数の高い樹脂等により構成されているため、十

分な制動能力を確保することができるが、摩耗 し易い。このため、ブレーキ

ディスク 4 との接触面圧が高い中央部付近に高硬度部 2 4 b を設けることに

より、ブレーキライニング 2 4 の摩耗を抑制 し、かつ制動力を確保すること

ができる。従って、摩擦係数が高 くても耐摩耗性が良く、長寿命のブレーキ

装置を得ることができる。

[0083] 次に、ブレーキライニング 2 4 の製造方法について説明する。図 2 6 ( a

) 〜 （d ) は、図 2 5 のブレーキライニング 2 4 の製造方法を工程順に模式

的に示す断面図である。まず、図 2 6 ( a ) に示すように、高硬度部 2 4 b

の材料をダイ 1 4 内に入れ、押圧面 2 5 a に複数の凹部 2 5 b が形成された



第 1 のパンチ 2 5 により加熱、加圧する。これにより、図 2 6 ( b ) に示す

ように、ダイ 1 4 内の底部に高硬度部 2 4 b が成形される。

[0084] この後、図 2 6 ( c ) に示すように、高硬度部 2 4 b の成形体の上からダ

ィ 1 4 内に高摩擦部 2 4 a の材料を投入し、平坦な押圧面 2 6 a を有する第

2 のパンチ 2 6 により加熱、加圧する。これにより、図 2 6 ( d ) に示すよ

うに、高摩擦部 2 4 a 及び高硬度部 2 4 b を組み合わせた成形体が得られる

。最後に、ブレーキライニング 2 4 をダイ 1 4 から取り出して、焼成後、研

摩 して高硬度部 2 4 b を表面に露出させる。

[0085] このような製造方法によれば、従来の設備を用いてブレーキライニング 2

4 を製造することができるので、安価に高品質のブレーキ装置を得ることが

できる。

[0086] また、通常、ブレーキ装置の重量及び寸法は、ブレーキディスク 4 に対す

るブレーキライニング 2 4 の摩擦係数が小さいと大きくなるが、高摩擦部 2

4 a を設けることにより、摩擦係数を大きくすることができので、ブレーキ

設計の裕度を大きくし、小型軽量化を図ることができる。

[0087] なお、高硬度部 2 4 b の露出部分の形状、数、向き等は、実施の形態 7 〜

と同様に適宜変更可能である。

また、実施の形態 1 〜 1 2 のブレーキライニングの形状は、矩形に限定さ

れるものではない。



請求の範囲

被制動回転体 に押 し当て られて前記被制動回転体の回転 を制動す る

ブ レーキライニングであって、

前記被制動回転体 に対す る相対的な摺動方向の端部か ら中央部へ向

か って硬度が徐 々に高 くな つていることを特徴 とす るブ レーキライ二

ング。

摺動方向の両端部か ら中央部へ向か って硬度が徐 々に高 くな つてい

ることを特徴 とす る請求項 1 記載の ブ レーキライニング。

幅方向の両端部か ら中央部へ向か っても硬度が徐 々に高 くな つてい

ることを特徴 とす る請求項 2 記載の ブ レーキライニング。

被制動回転体 に押 し当て られて前記被制動回転体の回転 を制動す る

ブ レーキライニングであって、

ライニング本体 と、前記 ライニング本体の中央部付近に設 けられ、

前記 ライニング本体 よ りも硬度が高 い高硬度部 とを有 していることを

特徴 とす るブ レーキライニング。

前記高硬度部は、前記被制動回転体 に対す る相対的な摺動方向に平

行な直線状であることを特徴 とす る請求項 4 記載の ブ レーキライニン

グ。

前記高硬度部は、摺動方向の一部分に設 けられていることを特徴 と

す る請求項 5 記載の ブ レーキライニング。

前記 ライニング本体の硬度は、前記被制動回転体 に対す る相対的な

摺動方向の端部か ら中央部へ向か って徐 々に高 くな つていることを特

徵 とす る請求項 4 記載の ブ レーキライニング。

基材 と複数の調合材料 とを混合 し混合材 とす る工程、

前記混合材 をダイに投入 し、パ ンチによ り加熱、加圧 し成形す るェ

程、及び

成形 された成形体 を研磨す る工程

を含む ブ レーキライニングの製造方法であって、



前記 ダイ内の底面 と前記 / 《ンチの押圧面 との間の間隔が前記 ブ レー

キライニングの端部に相 当す る部分か ら中央部に相 当す る部分へ向け

て徐 々に小 さくな っている前記 ダイ と前記パ ンチ との組み合わせ を用

いることを特徴 とす るブ レーキライニングの製造方法。

[請求項 9] 前記底面及び前記押圧面の少な くともいずれか一方が円弧状に湾曲

されていることを特徴 とす る請求項 8 記載の ブ レーキライニングの製

造方法。

[請求項 10] 前記底面及び前記押圧面の少な くともいずれか一方が階段状に突出

していることを特徴 とす る請求項 8 記載の ブ レーキライニングの製造

方法。

[請求項 11] 前記底面及び前記押圧面の少な くともいずれか一方が前記パ ンチに

よる押圧方向に直交す る平面に対 して傾斜 されていることを特徴 とす

る請求項 8 記載の ブ レーキライニングの製造方法。

[請求項 12] 前記底面及び前記押圧面の少な くともいずれか一方が球面状に湾曲

されていることを特徴 とす る請求項 8 記載の ブ レーキライニングの製

造方法。

[請求項 13] 基材 と複数の調合材料 とを混合 し混合材 とす る工程、

前記混合材 をダイに投入 し、パ ンチによ り加熱、加圧 し成形す るェ

程、及び

成形 された成形体 を研磨す る工程

を含む ブ レーキライニングの製造方法であって、

前記 ダイ内の底面 と前記パ ンチの押圧面 との間の間隔が徐 々に変化

している領域 と不連続的に変化 している領域 とを有す る前記 ダイ と前

記パ ンチ との組み合わせ を用 いることを特徴 とす るブ レーキライニン

グの製造方法。

[請求項 14] 高摩擦材料が混入 された高摩擦部 と、前記高摩擦部 よ りも硬度が高

い高硬度部 とを組み合わせて構成 された ブ レーキライニングの製造方

法であって、



前記高硬度部の材料 をダイに投入 し、押圧面に凹部が形成 された第

1 のパ ンチによ り加熱、加圧 し成形す る工程、

前記高硬度部の成形体の上か ら前記 ダイ内に前記高摩擦部の材料 を

投入 し、第 2 のパ ンチによ り加熱加圧 し成形す る工程、及び

前記高硬度部 と前記高摩擦部 とが組み合わせ られた成形体 を研摩 し

て前記高硬度部 を表面に露出 させ る工程

を含む ことを特徴 とす るブ レーキライニングの製造方法。
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"&" document member of the same patent family

Date of the actual completion of the international search Date of mailing of the international search report
2 7 Augu s t , 2 0 1 0 ( 2 7 . 0 8 . 1 0 ) 0 7 Septembe r , 2 0 1 0 ( 0 7 . 0 9 . 1 0 )

Name and mailing address of the ISA/ Authorized officer
Japane s e Patent Of f i c e
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C (Continuation). DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

X J P 11 - 3 03 913 A (Ni s shi nbo I ndu strie s , I n c . ) 8 - 13
Y 02 November 1 99 9 (02 . 11 . 1 9 99 ) , 14

ent i r e text
( ami l y ： none )

J P 61 - 1 8423 2 A (Toyota Motor Corp . ) 14
1 6 Augu s t 1 98 6 (1 6 . 08 . 1 98 6 ) ,
ent i r e text
( ami l y ： none )

A J P 4- 11 40 84 A (Sumitomo El ect r i c I ndu s t r i e s
Ltd . ) ,
1 5 Apri l 1 9 92 ( 15 . 0 . 1 9 92 ) ,
ent i r e text
( ami l y ： none )

A Mi cro f i m o f the speci f i cati o n and drawi ngs -1 4
annexed t o the reque s t o f Japane se Uti l i t y
Model Appl i cati o n No . 12 8 92 7 / 1 983 (Laid-open
No . 3 5 93 0 / 1 985 )
(To k i c o , Ltd . ) ,
1 2 March 1 985 ( 12 . 03 . 1 985 ) ,
ent i r e text
& GB 2 1 48 42 4 A & DE 3 43 05 99 A l
& FR 25 5 0 83 8 A l

A J P 10 - 2 742 6 6 A (Hi tachi Chemi cal Ltd . ) 8 - 1 4
13 Octobe r 1 9 98 ( 13 . 1 0 . 1 998 ) ,
ent i r e text
( ami l y ： none )
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Box No. I I Observations where certain claims were found unsearchable (Continuation of item 2 of first sheet)

This international search report has not been established in respect of certain claims under Article 17(2)(a) for the following reasons:

Claims Nos.:
because they relate to subject matter not required to be searched by this Authority, namely:

Claims Nos.:
because they relate to parts of the international application that do not comply with the prescribed requirements to such an
extent that no meaningful international search can be carried out, specifically:

Claims Nos.:
because they are dependent claims and are not drafted in accordance with the second and third sentences of Rule 6.4(a).

Box No. Ill Observations where unity of invention i s lacking (Continuation of item 3 of first sheet)

This International Searching Authority found multiple inventions in this international application, as follows:
The invent ions i n c l aims 1 - 7 are publ i cly known a s d e s cribed i n the mi cro f l m

o f the speci f cat o n and drawings annexed t o the reque s t o f Japane s e Uti l i t y
Model Appl i cat ion No . 5 8 - 1 7 4 4 ( Laid-open No . 5 9 - 1 0 8 8 3 5 ) (Ni s shinbo I ndust r i e s ,
I n c . , 2 3 July 1 9 8 4 ( 2 3 - 0 7 . 1 9 8 4 ) , ent i r e text ) . There fore , there i s n o spe c i a l
techni cal feature i n the meaning o f the s econd s entence o f PCT Rule 1 3 . 2 that
i s common t o a l l o f the i nventi o n s i n c l aim 1 — 1 4 .

Con sequentl y , i t i s obvi o u s that the inventi o n s i n claims 1 - 1 4 d o not
compl y w i t h the requi rement o f unity o f invent ion .

. □ A s all required additional search fees were timely paid by the applicant, this international search report covers all searchable
claims.

2 . [ x ] A s all searchable claims could be searched without effort justifying additional fees, this Authority did not invite payment of
additional fees.

3. □ A s only some of the required additional search fees were timely paid by the applicant, tms international search report covers
only those claims for which fees were paid, specifically claims Nos.:

4 . □ N o required additional search fees were timely paid by the applicant. Consequently, this international search report
restricted to the invention first mentioned in the claims; it i s covered by claims Nos.:

Remark on Protest The additional search fees were accompanied by the applicant's protest and, where applicable, the
payment of a protest fee.

The additional search fees were accompanied by the applicant's protest but the applicable protest
fee was not paid within the time limit specified in the invitation.

N o protest accompanied the payment of additional search fees.

Form PCT/ISA/210 (continuation of first sheet (2)) (July 2009)
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発明の属す る分野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )
Int.Cl. F16D69/00 (2006. 01) i

B . 調査 を行った分野
調査を行った最小限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. F16D69/00

最小限資料以外の資料で調査 を行った分野に含まれ るもの

日本国実用新案公報 9 2 2 - 1 9
日本国公開実用新案公報 9 7 1 - 2 0
日本国実用新案登録公報 9 9 6 - 2 0
日本国登録実用新案公報 9 9 4 - 2 0

国際調査で使用 した電子デ -ス （デぃ -ス の 9名111 称、調査に使用 した用語)
6ooo
年年年年

C . 関連す ると認め られ る文献
引用文献の 関連す る
カテゴリー * 引用文献名 及び一部の箇所が関連す るときは、そ の 関連す る箇所の表示 請求項 の番号

X 日本 国実用新案登録 出願 58-1744 号 （日本 国実用新案登録 出願公 開 1-7

59-108835 号）の願書 に添付 した明細書及び図面の内容 を撮影 したマ
イ ク口フ ィ ル ム （日清紡績株式会社） 1984. 07. 23，全文 （フ ァ ミ リ

一な し）

JP 9-89023 A ( 日立化成工業株式会社） 1997. 03. 3 1，全文 （フ ア ミ 1-2 ， 4， 6-7

リーな し）

JP 11-303913 A ( 日清紡績株式会社） 1999. 11. 02，全文 （フ ァ ミ リ 8-13

？ C 欄の続きにも文献が列挙 されているc パ テ ン トフ ァ ミ リー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の後に公表 された文献
ΓΑ 」特に関連のある文献ではなく、一般的技術水準を示す 「Τ 」国際出願 日又は優先 日後に公表 された文献であって

もの 出願 と矛盾す るものではなく、発明の原理又は理論
ΓΕ 」国際出願 日前の出願 または特許であるが、国際出願 日 の理解のために引用す るもの

以後に公表 された もの 「X 」特に関連のある文献であって、当該文献のみで発明
「L 」優先権主張に疑義を提起す る文献又は他の文献の発行 の新規性又は進歩性がない と考えられ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由を確立す るために引用す ΓΥ 」特に関連のある文献であって、当該文献 と他の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上の文献 との、当業者 にとって 自明である組合せ に

Γθ 」 口頭による開示、使用、展示等に言及す る文献 よって進歩性がない と考え
ΓΡ 」国際出願 日前で、かつ優先権の主張の基礎 となる出願 Γ& 」同一パ テ ン トフ ァ ミ リー 文献

国際調査を完了 した 日 国際調査報告の発送 日
2 7 . 0 8 . 2 0 1 0 0 7 . 0 9 . 2 0 1 0

国際調査機 関の名称及びあて先 特許庁審査官 （権限のある職員） 3W 3 9 3 3

日本国特許庁 （I S A J Ρ ) 塚原 一久
郵便番号 1 0 0 — 8 9 1 5

東京都千代 田区霞が関三丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 3 6 8
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C (続き） . 関連すると認められる文献
引用文献の 関連する
カテゴリー * 引用文献名 及び一部の箇所が関連するときは、その 関連する箇所の表示 請求項の番号

Y 一な し)

JP 61-184232 A ( トヨタ目動車株式会社） 1986. 08. 16，全文 （ファ
ミリーな し）

JP 4-114084 A (住友電気工業株式会社） 1992. 04. 15，全文 （フアミ
リーな し）

日本国実用新案登録出願 58-128927 号 （日本国実用新案登録出願公開
60-35930 号）の願書に添付 した明細書及び図面の内容を撮影 したマ
ィクロフイノレム （トキコ株式会社） 1985. 03. 12，全文 & GB 2148424

A & DE 3430599 A1 & FR 2550838 A1

JP 10-274266 A ( 日立化成工業株式会社） 1998. 10. 13, 全文 （ファ
ミリーな し）
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